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ステ ップ S 14 でォ一バー ステア と判 定す る時、ステ ップ S 17 で後輪合計駆動 力用の フィー ドバ ック制
御係数 K 1 を 0 と し、後輪駆動 力差用の フィ一 ドバ ック制御係数 K 2 も 0 にす る ことで、二輪駆動状態 にす
る。 よ って、ォ一 バ ー ス テ ア状 態 で 四輪駆 動 走 行 され る ことに よ る旋 回走行 不 安 定 を回避 し得 る。 ス
テ ツプ S 15 でア ンダーステア と判 定す る時、ステ ップ S 18 で K l = l と し、 K 2 = 0 とす る ことによ り、四
輪駆動走行 させ るも左右後輪 間に駆 動 力差 を設 定 しな い。 よってア ンダーステア状態で 四輪駆 動走行 に
よる優 れ た走破性 を享 受 しつつ、左右後輪 間に駆 動 力差が設定 され る ことに よるカ ン ト路 面駆 け上が リ
現象 を回避す る ことがで きる。



明 細 書

発明の名称 ：四輪駆動車両の駆動力配分制御装置

技術分野
[0001 ] 本発明は、主駆動輪に向かう駆動力の一部を副駆動輪へ制御下に伝達可能

であると共に、該一部の駆動力を左副駆動輪および右副駆動輪へ制御下に分

配出力可能な四輪駆動車両の駆動力配分制御装置に関する。

背景技術
[0002] 四輪駆動車両の駆動力配分制御装置としては従来、例えば特許文献 1に記載

のようなものが提案されている。

この提案技術は、車両の旋回挙動であるョ一レ一 卜と目標ョ一レ一 卜とを

比較 し、才一バーステア状態であるときは、大きすぎる実ョ一レ一 卜が小さ

くなつて目標ョ一レ一 卜に近づくように旋回方向内外輪間に駆動力差を持た

せ、アンダーステア状態であるときは、小さすぎる実ョ一レ一 卜が大きくな

つて目標ョ一レ一 卜に近づくように旋回方向内外輪間に駆動力差を持たせる

構成となしたものである。

[0003] かかる従来の駆動力配分制御によれば、ョ一レ一 卜のフィー ドバックによ

り、実ョ一レ一 卜が目標ョ一レ一 卜から外れた場合であっても、実ョ一レ一

卜を目標ョ一レ一 卜に収束させることができる。

先行技術文献

特許文献
[0004] 特許文献 1 ：特開平 0 7 — 0 1 7 2 7 7 号公報

発明の開示

発明が解決しょうとする課題
[0005] しかし上記 した従来の駆動力配分制御においては、才一バーステア時に過

大な実ョ一レ一 卜を目標ョ一レ一 卜に近づくよう低下させることから、旋回

方向内輪側の駆動力を大きくすることを意味し、また、

アンダーステア時に過小な実ョ一レ一 卜を目標ョ一レ一 卜に近づくよう大



きくさせることから、旋回方向外輪側の駆動力を大きくすることを意味 し、

以下のような問題を生ずる。

[0006] つまり、才一バーステア状態である場合、旋回方向内輪側が荷重移動によ

り輪荷重を低下され、旋回方向内輪がスリップし易くなつて大きな駆動力を

伝達 し得ない。

それにもかかわらず、従来のように才一バーステア時に旋回方向内輪側の

駆動力を大きくするのでは、当該大きくした駆動力を旋回方向内輪が確実に

伝達 し得ず、所定の効果が得 られないばかりか、逆に旋回方向内輪の駆動ス

リップで車両の旋回安定性が損なわれるという問題を生ずる。

[0007] また、車幅方向に傾斜 している所謂カン ト路面において、運転者がこの路

面傾斜に伴う車両ョ一レ一 卜を打ち消すための （車両に実ョ一レ一 卜が発生

しないようにするための）操舵角を与えている場合、操舵 しているのにョ一

レ一 卜が発生 していないことから、この操舵から求めた目標ョ一レ一 卜と実

ョ一レ一 卜との比較結果がァンダーステア状態であるとの判定を下す。

当該アンダーステアの判定が行われると従来の駆動力配分制御では、ョ一

レ一 卜が発生 していない状態から目標ョ一レ一 卜と同 じョ一レ一 卜が発生す

るよう、操舵方向外輪側の駆動力を大きくすることとなり、車両にカン ト路

面を駆け上がるようなョ一モ一メン 卜を付与する。

[0008] ところで運転者は、カン ト路面の路面傾斜に伴う車両ョ一レ一 卜を打ち消

すために操舵を行ったものであり、旋回を希望 して操舵を行ったものでない

ことから、

車両にカン 卜路面を駆け上がるようなョ一モ一メン 卜が付与されて、車両

が対応方向へ進路を変更されると、運転者を戸惑わせて しまうという問題を

生ずる。

[0009] 本発明は、このような実情に鑑み、目標ョ一レ一 卜と実ョ一レ一 卜との比

較による才一バーステア判定時やァンダーステア判定時は、む しろ内外輪間

駆動力差制御を行わない方が良いとの結論に達 し、これを具体化 して上記の

問題を解消 し得るようにした四輪駆動車両の駆動力配分制御装置を提供する



ことを目的 とする。

課題を解決するための手段

[001 0] 上記 した 目的のため、本発明による四輪駆動車両の駆動力配分制御装置 は

主駆動輪 に向か う駆動力の一部 を制御下 に副駆動輪へ伝達可能で、該副駆

動輪への合計駆動力 を左右副駆動輪へ制御下 に分配 出力する四輪駆動車両の

駆動力配分制御装置 に対 し、以下のような才一バーステ ア判定手段 および才

—バーステ ア用左右駆動力差制御手段 を設 けた り、 アンダーステ ア判定手段

および アンダーステ ア用左右駆動力差制御手段 を設 けた川迫 に特徴 づけ られ

る。

[001 1] 才 一バーステ ア判定手段 は、車両運転状態か ら求めた 目標旋 回挙動 に対 し

て実旋 回挙動が過剰 な才一バーステ ア状態であるのを判定 し、

才一バーステ ア用左右駆動力差制御手段 は、才一バーステ ア判定手段 が才

—バーステ ア状態 と判定するとき、前記左右副駆動輪 間の駆動力差 を0にする

ものである。

[001 2] また アンダーステ ア判定手段 は、前記 目標旋 回挙動 に対 して実旋 回挙動が

不足 しているアンダーステ ァ状態 を判定 し、

ア ンダー ス テ ア用左右駆動力差制御手段 は、 ア ンダー ス テ ア判定手段 がァ

ンダーステ ア状態 と判定するとき、前記左右副駆動輪 間の駆動力差 を0にする

ものである。

発明の効果

[001 3] 上記 した本発明による四輪駆動車両の駆動力配分制御装置 にあ っては、 目

標旋 回挙動 と実旋 回挙動 との比較 による才一バーステ ア状態の判定時や、 ァ

ンダーステ ア状態の判定時 に、左右副駆動輪 間の駆動力差 を0にするため、以

下の効果が奏 し得 られ る。

[0014] つ ま り、才一バーステ ア判定時 に輪荷重が低下 した旋 回方向内輪側 の副駆

動輪 に大 きな駆動力が向か うことがない。

従 って、 当該副駆動輪 が輪荷重 を低下 されているのに加 え、大 きな駆動力



を伝達 されて駆動ス リップするような ことがな く、 この駆動ス リップによ り

車両の旋回安定性が損なわれるという問題 を回避することがで きる。

[00 15 ] また、 カ ン ト路面の路面傾斜 に伴 う車両の旋回挙動 を打ち消すための操舵

時にアンダーステア状態 と誤判定されても、操舵方向外輪側の駆動力が大 き

くされて、車両 にカン 卜路面 を駆 け上がるような ョ一モ一メン 卜を付与する

ような ことがな く、運転者の意 に反 して車両が対応方向へ進路 を変更される

という問題 を回避することがで きる。

図面の簡単な説明

[00 16 ] [ 図 1 ] 本発明の一実施例 になる駆動力配分制御装置 を具 えた四輪駆動車両の車

輪駆動系を車両上方か ら見て、四輪駆動制御 システム と共 に示す概略平面図

である。

[ 図 2 ] 図 1における四輪駆動 コン トローラを示す機能別 プロック線図である。

[ 図 3 ] 図 2 におけるョ一 レ一 卜偏差演算部 および フィー ドバ ック制御係数演算

部が実行するフィー ドバ ック制御係数の決定 プログラムを示すフローチ ヤ一

卜である。

[ 図4 ] 才一バーステア領域、 アンダーステア領域、 およびニュー トラルステア

領域 を示す領域線図である。

[ 図 5 ] 後輪合計駆動力用 フィ一 ドバ ック制御係数の変化特性図である。

[ 図 6 ] 図 2 における左右後輪 目標駆動力演算部が左右後輪 目標駆動力を演算す

るときのプロセスを示すフローチヤ一 卜である。

符号の説明

[00 17 ] 1L , 1 左右前輪 （左右主駆動輪）

2L, 2 左右後輪 （左右副駆動輪）

3 エ ンジン

変速機 （トラ ンス ア クスル ）

5L, 5 左右前輪 ァクスル シ ャ フ ト

6 トラ ンス フ ァ一

プロペ ラシ ャ フ 卜



左右後輪駆動力配分ュニ ッ 卜

9 左右後輪 アクスルシャフ ト

10 セ ンタ一シャフ 卜

1 1L 左後輪側 クラッチ （左副駆動輪側 クラッチ)

1 1R 右後輪側 クラッチ （右副駆動輪側 クラッチ)

12 終減速機

2 1 四輪駆動 コン 卜ローラ

2 2 車輪速セ ンサ

2 3 アクセル開度セ ンサ

24 操舵角セ ンサ

2 5 変速機 出力回転セ ンサ

2 6 エ ンジン回転セ ンサ

2 7 ョ一 レ一 卜セ ンサ

2 8 前後加速度セ ンサ

2 9 横加速度セ ンサ

3 1 入力信号処理部

3 2 後輪合計駆動力演算部

3 3 左右後輪駆動力差演算部

33a 定常制御演算部

33b 過渡制御演算部

34 フィー ドバ ック制御部

34a 目標 ョ一 レ一 卜演算部

34b ョー レー 卜偏差演算部

34c フィー ドバ ック制御係数演算部

3 5 左右後輪 目標駆動力演算部

発明を実施するための最良の形態

以下、 この発明の実施例 を添付の図面 に基づいて説明する。

実施例 1



[00 19] < 構成>

図1は、本発明の一実施例になる駆動力配分制御装置を具えた四輪駆動車

両の車輪駆動系を車両上方から見て、四輪駆動制御システムと共に示す概略

平面図である。

図中、1L, 1Rはそれぞれ、主駆動輪としての左右前輪を示し、2L, 2Rはそれ

ぞれ、副駆動輪としての左右後輪を示す。

なお、本明細書中において 「駆動力」と称するは、パワーではなくて、 「

トルク値」を意味するものとする。

[0020] 3は、原動機としてのエンジンで、エンジン3からの回転動力は変速機 （デ

ィファレンシャルギヤ装置4aを含むトランスアクスル）4により変速して、左

右アクスルシャフ卜5L, 5Rを介し左右前輪1L, 1Rに向かわせ、これら左右前輪1

L, 1Rの駆動に供する。

[002 1] 変速機4により変速された後に左右前輪1L, 1Rへ向かう駆動力の一部を、卜

ランスファー6により方向変換して左右後輪2L, 2Rに向かわせるが、そのため

の伝動系を以下のような構成となす。

[0022] トランスファ一6は入力側ハイボイドギヤ6aおよび出力側ハイボイドギヤ6b

より成る傘歯車組を具える。

入力側ハイボイドギヤ6aは、ディファレンシャルギヤ装置4aの入力回転メ

ンバであるディファレンシャルギヤケースと共に回転するようこれに結合す

る。

出力側ハイボイドギヤ6bにはプロペラシャフ卜7の前端を結合し、このプロ

ペラシャフ卜7を左右後輪駆動力配分ュニッ卜8に向け後方へ延在させる。

[0023] なおトランスファ一6は、左右前輪1L, 1Rに向かう駆動力の一部を増速して

プロペラシャフ卜7へ出力するよう、ハイポィドギヤ6aおよび出力側ハイポィ

ドギヤ6bより成る傘歯車組のギヤ比を決定する。

[0024] プロペラシャフ卜7への増速回転動力は、左右後輪駆動力配分ュニッ卜8に

よる後述の制御下で左右後輪2L, 2Rへ分配出力する。

そのため左右後輪駆動力配分ュニッ卜8は、左右後輪2L, 2Rのアクスルシャ



フ 卜9L, 9R間において、これらシャフ 卜9L, 9Rの軸線方向に延在するセンタ一

シャフ 卜10を具える。

左右後輪駆動力配分ュニッ卜8は更に、センタ一シャフ 卜10および左後輪ァ

クスルシャフ 卜9L間にあって、これらシャフ 卜10, 9L間を結合制御するための

左後輪側クラッチ （左副駆動輪側摩擦要素）11しと、

センタ一シャフ 卜10および右後輪アクスルシャフ 卜9R間にあって、これら

シャフ 卜10, 9R間を結合制御するための右後輪側クラッチ （右副駆動輪側摩擦

要素）11Rとを具える。

[0025] トランスファ一6から車両後方へ延在するプロペラシャフ ト7の後端と、セ

ンタ一シャフ ト10との間は、入力側ハィポイ ドギヤ12aおよび出力側ハィポィ

ドギヤ12bより成る傘歯車式終減速機12を介 して駆動結合する。

[0026] なお該終減速機12の減速比は、 トランスファ一6の前記 した増速ギヤ比 （ハ

ィポィ ドギヤ6aおよび出力側ハイボイ ドギヤ6bより成る傘歯車組の増速ギヤ

比）との関連において、左右前輪1L, 1Rに向かう駆動力の一部をセンタ一シャ

フ 卜10へ増速下に向かわせるようなギヤ比とし、

本実施例においては、左右前輪1L, 1Rに対 してセンタ一シャフ 卜10が増速回

転されるように、 トランスファ一6および終減速機12の 卜一タルギヤ比を設定

する。

[0027] かように トランスファ一6および終減速機12の 卜一タルギヤ比を決定する理

由を以下に説明する。

上記センタ一シャフ 卜10の増速回転を行わせない場合、左右後輪2L, 2Rのう

ち、旋回走行中に外輪となる後輪2L ( または2R)の回転速度がセンタ一シャフ

卜10の回転速度よりも高速となる。

この状態で旋回方向外輪となる後輪2L ( または2R)側におけるクラッチ11L(

または11R) を締結するとき、当該後輪の高い回転速度が、低速回転 している

センタ一シャフ 卜10に引き摺 られ、センタ一シャフ 卜10の回転速度まで低下

されることとなる。

このことは、センタ一シャフ 卜10から旋回方向外側の後輪2L ( または2R)へ



駆動力を伝達することができないことを意味 し、結果 と して狙い通 りの駆動

力配分制御が不可能にな り、四輪駆動制御 にとつて不都合を生ずる。

[0028] そこで本実施例 においては、かかる旋回走行中もセンタ一シャフ ト10の回

転速度が旋回方向外側後輪 2L ( または2R)の回転速度未満になって駆動力配分

制御が不能になることのないよう、 トランスファ一6および終減速機 12の 卜一

タルギヤ比を上記のごとくに決定 して、センタ一シャフ 卜10を上記の通 り増

速回転 させるようになす。

かかるセンタ一シャフ 卜10の増速回転 により、後述する駆動力配分制御 を

狙い通 りに遂行 し得 る。

[0029] 上記 した四輪駆動車両の車輪駆動系にあっては、エンジン3か らの回転動力

が変速機 （トランスアクスル）4による変速下で左右前輪 1L, 1Rに達 し、 これ

ら左右前輪 1L, 1Rを駆動する。

[0030] この間、左右前輪 1L, 1Rに向かう駆動力の一部が トランスファ一6か ら順次

、 プロペラシャフ ト7、および終減速機 12を経てセンタ一シャフ ト10へ増速下

に達 し、

この増速分だけクラッチ11L, 11Rがス リップするようこれ らクラッチ11L, 11

Rを締結力制御 しつつ、左右後輪2L, 2Rを駆動する。

か くて車両は、左右前輪 1L, 1Rの駆動、および、左右後輪2L, 2Rの駆動によ

り、四輪駆動走行が可能である。

[0031 ] 従 って上記の四輪駆動車両においては、左後輪側 クラッチ11Lおよび右後輪

側 クラツチ11Rの締結力制御が必要である。

上記の四輪駆動車両においては更に、車両の発進性能や加速性能を向上さ

せるために、左後輪側 クラッチ11Lおよび右後輪側 クラッチ11Rの合計締結力

制御 を介 して前後輪駆動力配分制御 を行い得 るようになすほか、

車両の旋回性能を向上させた り、車両の実挙動 （実 ョ一 レー トなど）が車

両の運転状態や走行条件に応 じた目標通 りのものとなるようにする挙動制御

を行 うために、左後輪側 クラツチ11Lおよび右後輪側 クラツチ11Rの締結力制

御 を介 して左右輪駆動力配分制御 を行い得 るようになす。



[0032] そのため、左後輪側 クラ ツチ 1 1Lおよび右後輪側 クラ ツチ 1 1Rの締結力制御

システムを以下のようなもの とする。

左後輪側 クラ ッチ 1 1Lおよび右後輪側 クラ ッチ 1 1Rはそれぞれ、供給電流 に

応 じて締結力 を決定 され る電磁 式 と し、 これ らクラ ッチ 1 1L , 1 1Rの締結力がそ

れぞれ、 四輪駆動 （4WD) コン トローラ2 1で後述の ごと くに求めた左右後輪 2 L

, 2 Rの 目標駆動力 TcL, TcR に対応 した締結力 となるよう当該 クラ ッチ 1 1L , 1 1Rへ

の供給電流 を電子制御 することで、上記の前後輪駆動力配分制御 および左右

輪駆動力配分制御 を行 うもの とする。

[0033] 四輪駆動 コン トローラ2 1には、上記 した左後輪 2 Lの 目標駆動力 TcL および右

後輪 2 Rの 目標駆動力 TcR を演算するため に、

車輪 1L , 1R, 2L, 2 Rの車輪速 Vwを個 々に検 出する車輪速セ ンサ群 2 2か らの信号

と、

アクセルペ ダル踏み込み量であるアクセル開度 AP0 を検 出するアクセル開度

セ ンサ 2 3か らの信号 と、

ステ ア リングホィ一ル操舵角 を検 出する操舵角セ ンサ 2 4か らの信号 と、

変速機 出力回転数 Noを検 出する変速機 出力回転 セ ンサ 2 5か らの信号 と、

エ ンジ ン回転数 Neを検 出するエ ンジ ン回転 セ ンサ 2 6か らの信号 と、

車両の重心 を通 る鉛 直軸線周 りにおけるョ一 レ一 卜 を検 出するョ一 レ一

卜セ ンサ 2 7か らの信号 と、

車両の前後加速度 Gx を検 出する前後加速度 セ ンサ 2 8か らの信号 と、

車両の横加速度 Gy を検 出する横加速度 セ ンサ 2 9か らの信号 とをそれぞれ入

力する。

[0034] 四輪駆動 コ ン トロー ラ 2 1は、 これ ら入力情報 を基 に、後 で詳述する前後輪

駆動力配分制御 および左右輪駆動力配分制御用の左後輪 目標駆動力 TcL および

右後輪 目標駆動力 TcR を演算 し、

左右後輪 2L, 2 Rの駆動力が これ ら目標駆動力 TcL, TcR に一致するよう、左後

輪側 クラ ッチ 1 1Lおよび右後輪側 クラ ッチ 1 1Rの締結力 （電流） を電子制御 す

るもの とする。



[0035] < 駆動力配分制御>

四輪駆動コントローラ21が実行する前後輪駆動力配分制御および左右輪駆

動力配分制御、つまり左後輪目標駆動力TcLおよび右後輪目標駆動力TcRの決

定要領を、以下に説明する。

[0036] 四輪駆動コントローラ21は、機能別プロック線図で示すと図2に示すごとき

もので、入力信号処理部31と、後輪合計駆動力演算部32と、左右後輪駆動力

差演算部33と、フィードバック制御部34と、左右後輪目標駆動力演算部35と

で構成する。

[0037] 入力信号処理部31は、車輪速センサ群22、アクセル開度センサ23、操舵角

センサ24、変速機出力回転センサ25、エンジン回転センサ26、ョ一レ一トセ

ンサ27、前後加速度センサ28、 横加速度センサ29の検出信号からノイズを

除去すると共に、後述の演算に用い得るよう前処理する。

かように前処理した信号のうち、エンジン回転数Neおよびァクセル開度AP0

を用いて、エンジントルク推定部36でエンジントルクTeを推定し、

またエンジン回転数Neおよび変速機出力回転数Noを用いて、変速機ギヤ比

演算部37で変速機ギヤ比ァを演算する。

[0038] 後輪合計駆動力演算部32は、左右後輪2L, 2R八の合計駆動力目標値 rTcLR (

以下、合計駆動力rTcLR と言う）を例えば以下のように求める。

先ずエンジントルクTeおよび変速機ギヤ比ァからディファレンシャルギヤ

装置4aへの入力トルクT iを演算する。

次いで、車輪速センサ群22からの信号 （車輪速Vw) を基に左右前輪平均速

および左右後輪平均速をそれぞれ求め、両者の比較により推定した左右前輪1

L, 1Rの駆動スリップ程度 （前後輪回転差）や、前後加速度Gxや、アクセル開

度AP0に応じ、上記入力トルクT iのうちのどの程度を左右後輪2L, 2Rに向かわ

せるべきかを決定して、これら後輪への合計駆動力rTcLR とする。

[0039] なお後輪への合計駆動力rTcLRは、上記前輪スリップの程度が高いほど、こ

の駆動スリップ抑制のために大きくする必要があり、また前後加速度Gxおよ

びァクセル開度AP0が大きいほど、運転者が大きな駆動力を要求していること



から、 これに応えるため後輪への合計駆動力 rTcLR を大きくする。

[0040] 左右後輪駆動力差演算部33は、定常制御演算部33a および過渡制御演算部33

bを具え、左右後輪2L, 2R間の駆動力差 目標値 r ATcLR (以下、駆動力差 r ATcL

Rと言う）を例えば以下のように求める。

[0041 ] 定常制御演算部33a は、運転者が定常的に要求 している車両旋回挙動のため

の左右後輪駆動力差定常制御分 cATcLR を以下のように して求める。

つまり、エンジン トルクTeと、変速機ギヤ比 ァとから、車両に発生 してい

る前後加速度Gxを推定 し、操舵角 および車輪速Vw (車速VSP) から車両に発

生 している横加速度Gyを推定 し、 これ ら推定 した前後加速度Gxおよび横加速

度Gyの組み合わせから判る車両のアンダ一ステァ状態 （目標旋回挙動に対 し

実旋回挙動が不足する状態）を解消するのに必要な左右後輪駆動力差を、左

右後輪駆動力差定常制御分 cATcLR として定める。

ここで、前後加速度Gxの検出値ではな く推定値、また横加速度Gyの検出値

ではな く推定値を用いる理由は、定常制御演算部33aがフィー ドフォヮ一 ド制

御系であって、結果値である検出値よりも、推定値の方が制御の実態にマツ

チ しているためである。

[0042] か くして左右後輪駆動力差定常制御分 cATcLR は、操舵角 が0近辺を示す

(車輪非転舵状態である）間は、横加速度Gy = 0に起因 して0に保たれ、また

操舵角 eがø近辺でない （車輪転舵状態である）間は、操舵角 eが大きいほ

ど、また車速VSPが高いほど、横加速度Gyが大きくなつて車両のアンダーステ

ァ傾向が強 くなることから、左右後輪駆動力差定常制御分 cATcLR は大きくな

り、更に、

前後加速度Gxが大きいほど、車両のアンダーステア傾向が強 くなることか

ら、左右後輪駆動力差定常制御分 cATcLR は大きくなる。

[0043] 過渡制御演算部33b は、運転者が現在の車速VSPのもとで操舵角 Θ の変化速

度により過渡的に要求 している旋回応答のための左右後輪駆動力差過渡制御

分dATcLR を以下のように して求める。



つまり、車輪速v (車速）と、操舵角 eとから、運転者が希望 している目

標 ョ一レ一 卜t を演算 し、これを横加速度Gyに応 じて上限設定する。

この目標 ョ一レ一 卜t を微分演算 して該目標 ョ一レ一 卜t の変化速度d t

を求め、当該目標 ョ一レー トt の変化速度d t から、運転者が過渡的に要

求 している旋回応答のための目標値である左右後輪駆動力差過渡制御分dATc

LRをマツプ検索により求める。

[0044] この左右後輪駆動力差過渡制御分dATcLR は、目標 ョ一レ一 卜t の変化速

度d t が高いほど、高い旋回応答を希望 していることから、これに対応 して

大きな値となる。

ここで、ョ一レ一 卜検出値 の変化速度ではなく目標 ョ一レ一 卜t の変化

速度d t を用いる理由は、過渡制御演算部33bがフイー ドフォヮ一 ド制御系で

あって、結果値である検出値 よりも、推定値である目標 ョ一レ一 卜t の方

が制御の実態にマッチ しているためである。

[0045] 左右後輪駆動力差演算部33は、定常制御演算部33aで前記のごとくに求めた

左右後輪駆動力差定常制御分cATcLR と、過渡制御演算部33bで上記のごとく

に求めた左右後輪駆動力差過渡制御分dATcLR との和値を、車両旋回挙動時の

目標 とすべき左右後輪駆動力差 r ATcLR と定める。

[0046] ただ し、かかる左右後輪駆動力差 r ATcLR の付与により車両が実際に発生す

る実旋回挙動 （実ョ一レ一 卜 ) は、横風などの外乱により、運転者がステ

ァリング操作により要求 している上記の目標旋回挙動 （目標 ョ一レ一 卜t 0 )

と一致 しないことがある。

フィ一 ドバック制御部34は、これら実ョ一レ一 卜 と目標 ョ一レ一 卜t と

がー致 しない場合に、上記の後輪合計駆動力 rTcLR および後輪駆動力差 r ATcL

Rを以下のごとくに補正 して最終的な後輪合計駆動力TcLRおよび後輪駆動力差

△ TcLRとなすもので、以下のように構成する。

[0047] フィー ドバック制御部34は、目標 ョ一レ一 卜演算部34a と、ョ一レ一 卜偏差

演算部34b と、フィ一 ドバック制御係数演算部34c とを具える。

目標 ョーレー ト演算部34aは、操舵角 と、横加速度Gy と、車輪速V を基に



求めた車速VSPとから、運転者が希望 している目標 ョ一 レ一 卜t を演算する

ョ一 レ一 卜偏差演算部34b およびフィー ドバ ック制御係数演算部34c は、図3

の制御プログラムを実行 して、後輪合計駆動力 rTcLR 用のフィー ドバ ック制御

係数 K 1 ( 0または1) 、および後輪駆動力差 r ATcLR 用のフィー ドバ ック制御係

数K2 ( 0または1) をそれぞれ決定する。

[0048] フィー ドバ ック制御係数 K 1は、後輪合計駆動力 rTcLR に乗 じて補正後の最終

的な後輪合計駆動力TcLRを求めるのに用い、

フィ一 ドバ ック制御係数K2は、後輪駆動力差 r ATcLR に乗 じて補正後の最終

的な後輪駆動力差 ATcLR を求めるのに用いる。

[0049] ョ一 レ一 卜偏差演算部34b は、図3のステップ S 11において、演算部34aで上

記のごとくに求めた目標 ョ一 レ一 卜t と、検出 した実ョ一 レ一 卜 との間に

おけるョ一 レ一 卜偏差 ∆ 0 ( = 0 - t 0 ) を演算する。

[0050] フィー ドバ ック制御係数演算部34c は、図3のステップ S 12〜ステップ S 15

において上記のョ一 レ一 卜偏差 ∆ を基に、 目標 ョ一 レ一 卜t に対 し実ョ一

レ一 卜 が不感帯を超えて過剰な才一バーステア状態 （0 >t 0 + 不感帯）か

、 目標 ョ一 レ一 卜t に対 し実ョ一 レ一 卜 が不感帯を超えて不足 しているァ

ンダーステア状態 （0 《 0 _ 不感帯）か、 これ ら過不足が生 じていないニュ

— 卜ラルステア状態 ひ 0 _ 不感帯 0 0 + 不感帯）かを判定 し、その結

果に応 じステツプ S 16〜ステツプ S 18においてフィ一 ドバ ック制御係数 K 1 , K2

を決定する。

[0051 ] 上記ステア状態の判定に当たりフィ一 ドバ ック制御係数演算部34c は、先ず

ステップ S 12において、 ョ一 レ一 卜偏差 ∆ が図4の0を基準 としてこれより

上側の正値か否かを、またステップ S 13において、 ョ一 レ一 卜偏差 ∆ が図4

の0を基準 としてこれより下側の負値か否かをチェックする。

[0052] ステップ S 12でョ一 レ一 卜偏差 ∆ が ∆ 0 >0と判定する場合、ステップ S 1

4において、実ョ一 レ一 卜 が目標 ョ一 レ一 卜t に対 し図4に例示 した不感帯

を超えて過剰な才一バーステア状態 （0 >t 0 + 不感帯）か否かをチェックす



るため、ョ一レ一 卜偏差 | ∆ 0 | が図4に示す才一バーステア判定値 | A 0 os |を

超えているか否かを判定する。

従ってステツプS 12およびステツプS 14は、本発明におけるオーバ一ステ

ァ判定手段に相当する。

[0053] ステップS 13でョ一レ一 卜偏差 ∆ が∆ く0と判定する場合、ステップS 1

5において、実ョ一レ一 卜 が目標 ョ一レ一 卜t に対 し図4に例示 した不感帯

を超えて過剰なアンダーステア状態 （ くt _ 不感帯）か否かをチェックす

るため、ョ一レ一 卜偏差 | ∆ 0 | が図4に示すアンダーステア判定値 | A 0 us |を

超えているか否かを判定する。

従ってステツプS 13およびステツプS 15は、本発明におけるアンダーステ

ァ判定手段に相当する。

[0054] ここで不感帯は例えば、運転者が車両のョ一 レー ト変化を感 じない程度の

僅かなョ一 レ一 卜偏差 ∆ に対応させる。

[0055] ステップS 12で∆ 0 >0に非ずと判定 し、且つステップS 13で∆ く0に非ず

と判定する場合、つまり実ョ一レ一 卜 が目標 ョ一レ一 卜t に一致 してョ一

レ一 卜偏差 ∆ が∆ 0 = 0である場合や、

ステップS 14で | ∆ 0 | | ∆ 0 os | と判定 したり、ステップS 15で | ∆ 0 | |

△ 0 us | と判定する場合、つまり実ョ一レ一 卜 が目標 ョ一レ一 卜t に対 し

不感帯を超えた過不足を生 じておらず ひ 0 _ 不感帯 0 0 + 不感帯）、

ョ一レ一 卜偏差 △ が （A us—不感帯） ( A 0 os + 不感帯）の不

感帯内のものである場合は、

図4に示すように、才一バーステア状態でもなく、アンダーステア状態でも

ない、ニュー トラルステア状態であることから、制御をステップS 16に進め

て、後輪合計駆動力 rTcLR用のフィー ドバック制御係数K1を図5に示すごとく1

にすると共に、後輪駆動力差 r ATcLR 用のフィー ドバック制御係数K2も1にす

る。

[0056] フィ一 ドバック制御係数 K 1 = 1は、最終的な後輪合計駆動力TcLRをTcLR= rT

cLRとな し、フィー ドバック制御係数K2= 1は、最終的な後輪駆動力差 ATcLR



をA TcLR = r A TcLR となして、車両を演算部32での演算結果通りに四輪駆動走

行させると共に、左右後輪間に演算部33での演算結果通りの駆動力差を設定

することを意味 し、

これにより、当該ニュー トラルステア状態で四輪駆動走行による優れた走

破性を享受 しつつ、左右後輪間における駆動力差による優れた旋回応答およ

び旋回安定性を実現することができる。

[0057] ところでフィー ドバック制御係数演算部34c は、ステップS 14において才一

バーステア状態 （| ∆ | > | A os | ) と判定する場合、才一バーステア用左右

駆動力差制御手段に相当するステップS 17において、後輪合計駆動力 rTcLR 用

のフィー ドバック制御係数K1を図5に示すごとく0とし、後輪駆動力差 r A TcLR

用のフィー ドバック制御係数K2も0とする。

フィ一 ドバック制御係数K1= 0は、最終的な後輪合計駆動力TcLR を0となし

、フィー ドバック制御係数K2 = 0は、最終的な後輪駆動力差 A TcLR も0となし

て、車両を二輪駆動走行させることを意味 し、これにより当該オーバ一ステ

ァ状態で、四輪駆動走行されることによる弊害を、後で詳述するごとく排除

することができる。

[0058] またフィ一ドバック制御係数演算部34c は、ステ ツプS 15でアンダーステア

状態 （| ∆ 0 |>| ∆ 0 υ5 | ) と判定する場合、アンダーステア用左右駆動力差制

御手段に相当するステップS 18において、後輪合計駆動力 rTcLR 用のフィー ド

バック制御係数K1を図5に示すごとく1とし、後輪駆動力差 r A TcLR用のフィ一

ドバ ック制御係数K2を0とする。

フィ一 ドバック制御係数K1= 1は、最終的な後輪合計駆動力TcLR をTcLR = r T

cLR となし、フィー ドバック制御係数K2 = 0は、最終的な後輪駆動力差 A TcLR

を0となして、車両を演算部32での演算結果通りに四輪駆動走行させるも左右

後輪間に駆動力差を設定 しないことを意味 し、これにより、当該アンダース

テア状態で四輪駆動走行による優れた走破性を享受 しつつ、左右後輪間に駆

動力差が設定されることによる弊害を、後で詳述するごとくに排除すること

ができる。



[0059] 左右後輪 目標駆動力演算部 35は、図6に示すプロセスにより、上記 した補正

後の最終的な目標 とすべ き左右後輪合計駆動力TcLR と左右後輪駆動力差 ∆ΤοΙ_

Rとの双方を満足する左後輪 目標駆動力TcL および右後輪 目標駆動力TcRを求め

る。

[0060] ステ ップ S 11においては、前記のフィー ドバ ック制御 により補正 した最終

的な後輪合計駆動力TcLR を読み込み、

ステ ップ S 12においては、前記のフィー ドバ ック制御 により補正 した最終

的な左右後輪駆動力差 ATcLR を読み込む。

[0061 ] ステ ップ S 13においては、ステ ップ S 11で読み込んだ後輪合計駆動力TcLR

の左右均等配分量TcLR/2 を求め、ステ ップ S 14においては、ステ ップ S 12で

読み込んだ後輪駆動力差 ATcLR の左右均等配分量 ATcLR/2 を求める。

ステ ップ S 15においては、後輪合計駆動力左右均等配分量TcLR/2 に後輪駆

動力差左右均等配分量 ATcLR/2 を加算 して、旋回方向外側後輪の目標駆動力T

cOUT ( = TcLR/2+ ATcLR/2) を求める。

ステ ップ S 16においては、後輪合計駆動力左右均等配分量TcLR/2 か ら後輪

駆動力差左右均等配分量 ATcLR/2 を減算 して、旋回方向内側後輪の目標駆動

力TcIN ( = TcLR/2- ATcLR/2) を求める。

[0062] かように して求めた旋回方向外側後輪の目標駆動力TcOUTおよび旋回方向内

側後輪の目標駆動力TcIN は、後輪合計駆動力TcLR と後輪駆動力差 ATcLR との

双方を達成するための旋回方向外側後輪の駆動力および旋回方向内側後輪の

駆動力である。

[0063] ステ ツプ S 2 1以降においては、上記のごとくに求めた旋回方向外側後輪の

外輪側 目標駆動力TcOUTおよび旋回方向内側後輪の内輪側 目標駆動力TcIN を基

に、左後輪 目標駆動力TcL および右後輪 目標駆動力TcRを以下の要領 により決

定する。

先ずステ ップ S 2 1において、操舵角 や ョ一 レ一 卜 に基づき、車両の旋

回走行が左旋回か、右旋回かを判定する。

[0064] 左旋回であれば、ステ ップ S 22において、旋回方向内側輪 となる左後輪の



目標駆動力TcL に上記の内輪側 目標駆動力TcIN をセ ッ 卜すると共に、旋回方向

外側輪 となる右後輪の目標駆動力TcRに上記の外輪側 目標駆動力TcOUTをセ ッ

卜する。

逆に右旋回であれば、ステ ップ S 23において、旋回方向外側輪 となる左後

輪の目標駆動力TcL に上記の外輪側 目標駆動力TcOUTをセ ッ 卜すると共に、旋

回方向内側輪 となる右後輪の目標駆動力TcRに上記の内輪側 目標駆動力TcIN を

セ ッ 卜する。

[0065] 図 1の四輪駆動 コン トローラ2 1は左後輪側 クラッチ 11Lおよび右後輪側 クラ

ツチ 11Rの締結力がそれぞれ、図2の演算部 35で上記のごとく決定 した左後輪

目標駆動力TcL および右後輪 目標駆動力TcRに対応 したものとなるよう、左後

輪側 クラッチ 11Lおよび右後輪側 クラッチ 11Rへの供給電流を制御する。

[0066] < 効果>

上述 した本実施例 になる四輪駆動車両の駆動力配分制御 によれば、以下の

ような効果が得 られる。

( 1) 図3のステ ップ S 14で才一バーステア状態 （| ∆ | > | A os | ) と判定

するとき、ステ ップ S 17において、後輪合計駆動力 rTcLR 用のフィー ドバ ック

制御係数 K 1を0に し、後輪駆動力差 r ATcLR 用のフィ一 ドバ ック制御係数 K2も0

とすることで、後輪へ駆動力が伝達されない二輪駆動走行状態にするため、

以下の作用効果が奏 し得 られる。

[0067] つまり才一バーステア状態では、旋回方向内輪側が荷重移動により輪荷重

を低下されるため、内側後輪がス リップ し易 くなつて大 きな駆動力を伝達 し

得ない。

ところで、才一バーステア状態を解消するためには当該内側後輪の駆動力

を大 きくする必要がある。

才一バーステア状態では内側後輪が上記のごとく、輪荷重の低下により大

きな駆動力を伝達 し得ないのに、 これを無視 してオーバ 一 ステァ状態解消の

ため内側後輪への駆動力を大 きくすると、内側後輪が駆動ス リップを生 じて

、肝心な才一バーステア状態の解消が不能であるばか りでな く、車両の旋回



安定性が損なわれるという問題を生ずる。

[0068] しかして本実施例によれば、才一バーステア状態では後輪へ駆動力が伝達

されないようにしたため、内側後輪の駆動スリップを生ずることがなく、車

両の旋回安定性が損なわれるという上記の問題を回避することができる。

[0069] なお、才一バーステア状態で本実施例のごとく後輪へ駆動力が伝達されな

い二輪駆動走行状態にすることは必須ではなく、四輪駆動走行状態のままで

も、ステップS 17でのK2 = 0により左右後輪間に駆動力差を設定 しないように

すれば、つまり内側後輪の駆動力を才一バーステア状態の解消用に増大 しな

ければ、内側後輪の駆動スリップが緩和されて、車両の旋回安定性が損なわ

れるという上記の問題を或る程度は回避することができる。

従って、ステツプS 17ではK2 = 0を実行するのみとしてもよい。

[0070] (2) また 図3のステップS 15でアンダーステア状態 （| ∆ 0 | > | A 0 us | ) と

判定するとき、ステップS 18において、後輪合計駆動力 rTcLR用のフィー ドバ

ック制御係数K 1を1にし、後輪駆動力差 r ATcLR 用のフィ一ドバック制御係数K

2を0とすることで、後輪へ、演算部32での演算結果通りの駆動力が伝達され

る四輪駆動走行状態を保ち、また左右後輪の駆動力配分を、演算部33での演

算結果にかかわらず、同じにするため、以下の作用効果が奏 し得られる。

[0071 ] つまり、車幅方向に傾斜 しているカント路面において、運転者がこの路面

傾斜に伴う車両ョ一レ一 卜を打ち消すための （車両に実ョ一レ一 卜が発生 し

ないようにするための）操舵角を与えている場合、操舵 しているのにョ一レ

- 卜が発生 していないことから、この操舵から求めた目標ョ一レ一 卜t と実

ョ一レ一 卜 との比較によるステア状態の判定が、本実施例のステツプS 15

におけるように、アンダーステア状態との判定を下す。

当該アンダーステアの判定が行われると従来の駆動力配分制御では、ョ一

レ一 卜が発生 していない状態から目標ョ一レ一 卜と同じョ一レ一 卜が発生す

るよう、操舵方向外側後輪の駆動力を大きくすることとなり、車両にカント

路面を駆け上がるようなョ一モ一メン卜を付与する。

[0072] ところで運転者は、カント路面の路面傾斜に伴う車両ョ一レ一 卜を打ち消



すために操舵を行ったものであり、旋回を希望 して操舵を行ったものでない

ことから、

車両にカン 卜路面を駆け上がるようなョ一モ一メン 卜が付与されて、車両

が対応方向へ進路を変更されると、運転者を戸惑わせるという問題を生ずる

[0073] しか し本実施例では、ステップS 15でアンダーステア状態 （| ∆ 0 | > | ∆ 0 υ

s | ) と判定するとき、ステップS 18において、K2 = 0により左右後輪の駆動力

配分を同 じにするため、車両にカン 卜路面を駆け上がるようなョ一モ一メン

卜を付与することがなく、車両が対応方向へ進路を変更されて運転者を戸惑

わせるという問題を解消することができる。

[0074] しかも、このアンダーステア判定時は、同時にステップS 18で、Κ1= 1によ

り後輪への駆動力伝達を継続するため、四輪駆動走行による優れた走破性を

享受 しつつ、上記の問題解決を実現することができる。

[0075] < 他の実施例>

なお本実施例では図5に示すように、ョ一レ一 卜偏差 ∆ が才一バーステア

判定値 A osを超える才一バーステア判定時に後輪合計駆動力用フィ一 ドバ

ック制御係数 K 1を1から0に切 り替え、ョ一レ一 卜偏差 ∆ が才一バーステア

判定値 ∆ osまで低下するニュー トラルステア判定時に後輪合計駆動力用フ

ィ一 ドバック制御係数 K 1を0から1に切 り替えるようにしたが、

この切 り替えがョ一レ一 卜偏差 ∆ に応 じて徐々に切 り替わるようにし、

これにより後輪合計駆動力TcLR (図2参照）が、演算部32での演算値 rTcLR と0

との間で急変することのないようにするのが、違和感を防止する上で好まし

い。



請求の範囲

[ 請求項 1] 主駆動輪 に向か う駆動力の一部 を制御下に副駆動輪へ伝達可能で、

該副駆動輪への合計駆動力を左右副駆動輪へ制御下に分配出力する四

輪駆動車両の駆動力配分制御装置 において、

車両運転状態か ら求めた 目標旋回挙動 に対 して実旋回挙動が過剰な

才一バーステア状態であるのを判定する才一バーステア判定手段 と、

該手段で才一バーステア状態 と判定されるとき、前記左右副駆動輪

間の駆動力差 を0にするオーバ ー ステア用左右駆動力差制御手段 とを

具備 してなることを特徴 とする四輪駆動車両の駆動力配分制御装置。

[ 請求項2] 主駆動輪 に向か う駆動力の一部 を制御下に副駆動輪へ伝達可能で、

該副駆動輪への合計駆動力を左右副駆動輪へ制御下に分配出力する四

輪駆動車両の駆動力配分制御装置 において、

車両運転状態か ら求めた 目標旋回挙動 に対 して実旋回挙動が不足 し

ているアンダーステア状態 を判定するアンダーステア判定手段 と、

該手段でアンダーステア状態 と判定されるとき、前記左右副駆動輪

間の駆動力差 を0にするアンダーステア用左右駆動力差制御手段 とを

具備 してなることを特徴 とする四輪駆動車両の駆動力配分制御装置。

[ 請求項3] 主駆動輪 に向か う駆動力の一部 を制御下に副駆動輪へ伝達可能で、

該副駆動輪への合計駆動力を左右副駆動輪へ制御下に分配出力する四

輪駆動車両の駆動力配分制御装置 において、

車両運転状態か ら求めた 目標旋回挙動 に対 して実旋回挙動が過剰な

才一バーステア状態であるのを判定する才一バーステア判定手段 と、

該手段で才一バーステア状態 と判定されるとき、前記左右副駆動輪

間の駆動力差 を0にするオーバ ー ステア用左右駆動力差制御手段 と、

前記 目標旋回挙動 に対 して実旋回挙動が不足 しているアンダーステ

ァ状態 を判定する ア ンダー ステ ア判定手段 と、

該手段でアンダーステア状態 と判定されるとき、前記左右副駆動輪

間の駆動力差 を0にするアンダーステア用左右駆動力差制御手段 とを



具備 してなることを特徴 とする四輪駆動車両の駆動力配分制御装置。

[ 請求項 4 ] 請求項 1または3 に記載 された四輪駆動車両の駆動力配分制御装置 に

おいて、

前記オーバ ー ステア判定手段 は、前記 目標旋回挙動 に対 して実旋回

挙動が不感帯 を超 えた過剰状態である時をもって才一バーステア状態

と判定するものであることを特徴 とする四輪駆動車両の駆動力配分制

御装置。

[ 請求項 5 ] 請求項 2 または3 に記載 された四輪駆動車両の駆動力配分制御装置 に

おいて、

前記 アンダーステア判定手段 は、前記 目標旋回挙動 に対 して実旋回

挙動が不感帯 を超 えた不足状態である時をもってアンダーステア状態

と判定するものであることを特徴 とする四輪駆動車両の駆動力配分制

御装置。

[ 請求項 6 ] 請求項 1, 3 , 4のいずれか 1項 に記載 された四輪駆動車両の駆動力配分

制御装置 において、

前記才一バーステア判定手段で才一バーステア状態 と判定されると

き、主駆動輪側か ら副駆動輪側へ伝達 される前記副駆動輪への合計駆

動力を0にするオーバ ー ステア用副駆動輪駆動力制御手段 とを具備 し

てなることを特徴 とする四輪駆動車両の駆動力配分制御装置。
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